
○ 普及・拡大から経営の時代への転換期を迎え、地方公営企業がサービスを持続的・安定的に供給するためには、経営情報の的

確な把握や経済性の発揮、企業間での経営状況の比較等が求められる。その前提として財務規定等の適用が不可欠。 
○ 特に経営管理の必要性の高まりが顕著な簡易水道事業・下水道事業は、適用範囲拡大の対象とすべき。 
○ 様々な課題に対応し、適用範囲の拡大を円滑かつ着実に進めるため、法制化の時期も含めたロードマップを早急に示すべき。 

地方公営企業法の適用に関する研究会 報告書の概要 

２ 財務規定等の適用範囲の拡大の背景と意義 
  ・ 地方公営企業を取り巻く環境の変化 
   ①人口減少、②資産の増・老朽化、更新需要等の高まり、③料金収入

の減等をはじめとする厳しい財政事情、④情報公開の要請、⑤地方公
会計改革等の進展等 

 ・ 財務規定等の適用範囲の拡大の意義 
   ①損益・ストック情報の把握により適切な経営計画等を策定、②企業間

での経営状況の比較、③経営の自由度向上による経営効率化、④住
民・議会によるガバナンスの向上 等 

３ 地方公営企業の現状 
 ・  各事業の現状・内容、法適用範囲の拡大に当たっての留意点 
 ・ 地方公共団体への意見調査結果 

 ⑤ 小規模事業への対応（一定規模以上の事業・団体から順を追うなど、

段階的に法適用を進めていく必要） 

５ 地方公共団体の懸念に対する見解 

 ・ 財務規定等の適用の前後で一般会計からの繰入れに対する考え方

が変化するものではない。 
 ・ 任意適用の基準である70～80％以上の経費回収率の基準は見直す

必要があるのではないか。 

６ 今後の法適用範囲の拡大に関する考え方 

  ・ 基本的に全ての事業について財務規定等を適用すべき。 

  ・ 資産が増大・老朽化し、また住民に不可欠なサービスとして定着す 
    るなど、簡易水道事業・下水道事業については、その経営管理の必 
    要が高まっており、財務規定等を適用することが特に必要な事業と 
    いえる。 
   ・ 地方公共団体等と意見交換を行いつつ、様々な課題に対応し、財  
    務規定等の適用範囲の拡大を円滑かつ着実に進めるため、法制化 
    の時期も含めた今後のロードマップを早急に示すべき。 

４ 適用範囲の拡大にあたっての課題と対応 
  ① 移行体制に係る支援の強化が必要（マニュアル整備、アドバイザー派

遣事業の強化、都道府県等と連携した移行体制構築） 
 ② 財政的支援の強化が必要（既存の財政措置の拡充、必要経費を複数

年度で負担する仕組みの検討） 
 ③ 固定資産をはじめとする会計情報整備の手法の提示が必要 

 ④ 十分な移行期間の確保が必要 

７ その他 
  ・ 新たな地方公会計基準との関係 
   ・ 固定資産台帳の整備、施設等の更新計画の策定 
   ・ 財務規定等、地方公営企業会計による会計情報の活用 

１ はじめに 
 ・  本研究会の目的  ・ 地方公営企業法の概要・法適用の状況 
 ・ 法適用範囲の拡大に関するこれまでの議論の流れ 
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